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責任会計論の生成

伊　藤　克　容

1序

　アンソニー（R．N．Anthony）は，1989年に公表した「管理会計につい

ての回顧」と題する論文の中で，「管理会計論の最も重要な発展の1っは，

責任会計という名で知られている．」1）とのべた．責任会計に対するこのよ

うな評価は，彼だけにとどまらず，多くの管理会計論の研究者によって共有

されているものであろう．責任会計は，今日の管理会計論の重要な概念のう

ちのひとつであると考えられているのである．したがって，現在，管理会計

に関するかなり多くの文献で，責任会計について論じられている．むしろ・

管理会計論に関連するテキストで「責任会計」に言及しないものは，少数派

であるといってよい．

　わが国では，1960年（昭和35年）に通産省産業合理化審議会から公表さ

れた答申「事業部制による利益管理」による定義が，ひろく知られている、

そこでは，「責任会計とは，予算統制や原価管理を遂行する場合に要請され

る会計制度であって，その要点は会計数値と管理組織上の責任者の結ぴつき

にある．いい換えれば，それは職制上の責任者の業績を明瞭に測定しうる会

計制度である．…責任会計のバヅクボーンをなすものは，その企業の管理組

織（責任と権限の構造）である．」2）と述べられている．

　上にみられる定義のほかに，一各論者は，責任会計について，それぞれの定

義づけを行なっている．様々な論者による責任会計の定義にくわえて，その

内容を検討してみてみると，同じ責任会計という概念を用いている場合にも，
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それが叙述された時代によって，あるいは，論者によって，その意味すると

ころにかなりの違いを見出せるようである．論者によって，表現上の多少の

違いがあるのは当然だとしても，様々な見解の相違を目の当たりにしてみる

と，それが表現上の問題に帰せられる範囲にとどまっているようには見うけ

られない．つまり，責任会計論を時代を追って順に検討してみると，その内

容は，年代を経るにつれて，かなりの変貌をとげているのではないか，とい

うことに思いいたるのである．

　そこで，責任会計論は，いかなる変遷をたどってきたか，また，その原因

となるものは何であるのか，ということが問題となってくる．言換えれば，

各論者は・責任会計の本質的要素を，何にもとめているのか，それは，いか

に，また，なぜ，変化してきたのか，という疑問が生じてくるのである．

　上の問題にこたえるための最初の手続として，本稿では，ひとまず，責任

会計論の生成時に問題を限定し，責任会計論についての歴史的な考察を試み

たい．責任会計論が，いかに生成したか，を確定することは，それがいかに

変化したかを考えるためには，最初に行なわれなければならない不可欠な作

業だと考えられる．すなわち，生成時責任会計論の本質的要素を確認するこ

とが，本稿の目的である．

2　1920年代の文献にみられる責任会計的思考

　以下では，前述の責任会計とは「予算統制や原価管理を遂行する場合に要

請される会計制度」であるとの記述に留意し，1920年代における予算統制

（予算管理）およぴ原価管理を論じた文献を検討する．1920年代という時代

までさかのぽるのは，この時代は，ほぽ，管理会計論の生成期に位置付けら

れ3）予算統制および原価管理の両分野における代表的な初期の文献が出揃い

はじめた時代だからである．この時代の文献では，責任会計という言葉こそ，

用いられていないものの，「会計数値と管理組織上の責任者の結びっき」と

いう・上述の意味での責任会計的な思考が，かなりはっきりと主張されてい

るのである．
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　（1）予算管理論にみられる責任会計的思考

　以下では，1920年代における予算管理論の代表的論者達の所説を検討す

る．まず，その一人であるマッキンゼー（J．O．McKinsey）の見解をみて

みよう．

＊マッキンゼーの見解

　マッキンゼーは，予算管理の重要な目的は，部門の活動を調整し，あるい

は部門の活動をコントロールすることであると考えていた．そこで，彼は，

そのような目的に有用であるためには，予算は部門別，すなわち責任別に編

成しなけれぱならないということを，明確に認識していたのである．この点

は，彼の著書の中で非常に強調されている．たとえば，費用予算に関する議

論で，彼は次のように述べているのである．

　「現代の企業組織では，コントロールは，企業組織を構成する個人を通じ

て行われる．組織構成員を通じて有効な費用の管理を行なうつもりならぱ，

費用は，その各費目にたいする責任を明らかにするように分類することが必

要である．」4）このように，マヅキンゼーは，組織構造，従って，組織図に

照らして費用を分類すべきことを認識していた．

＊予算管理論におけるその他の論者の見解

　マッキンゼーのほかにも，1920年代の予算管理論の文献で責任会計的思

考を表明しているものは，かなり多く見うけられる．主要な論者の見解をい

くつか，ピソクアップしてみよう．

　たとえば，フレイザー（G．E．Frazer）は，1922年に発表した論文「予算

管理」の書きだしを次のようにはじめている5）．

　「予算管理について，3つの前提をおこう．第1は，企業予算は権限と責

任を明確に定めた経営管理組織を前提とする．第2に，企業予算は，組織に

責任を負わせるように勘定が維持されていることを前提とする．そして第3

に，企業予算それ自体が，組織的な責任別の未来勘定のシステムである．」

　また，1922年にスィート（H．N．Sweet）も予算について，「責任の区分
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に一致した勘定の分類がなければならない．いいかえれば，勘定は組織に調

和していなければならない．もし，責任が明確に定義されていないか，ある

いは，責任の重複が存在するならぱ，予算は組織におけるこの欠陥が除かれ

ない限り円滑に動かないであろう」6）と述ぺている．

　このように1920年代初期の予算管理論の文献においては，経営管理者の

責任に対応させた予算編成の必要性，それを可能にするための明確な権限・

責任関係および責任別の勘定分類などが，かなり重要視されていたことがわ

かる．しかしながら，どのような基準で責任別に分類された勘定に数値を集

計すればよいかについては，明確な説明は，行なわれていなかったのである．

　（2）原価管理を指向した原価計算論にみられる責任会計的思考

　原価管理を指向した原価計算論の文献にも，しばしぱ，責任会計的患考を

みてとることができる．以下では，代表的な論者の見解を見てみることにし

よう．

＊フアーガソン（W．B．FergusOn）の見解

　1920年のNACAの大会でファーガソンは，「企業の経営管理にたいする

原価計算の関係」という論文を発表している．そこでは，ファーガソンは，

価格決定（as　a　guide　to　setting　the　selling　price）のための原価計算に対

して，原価管理（to　check　up　the　e節ciency　ofdepartments，foremen，wor－

kmen，materials，and　machines）目的の原価計算をより近代的な原価計算

システム（themoremodemcostsystems）と呼び，その当時，次第に重

要性をましつつあることを指摘した．そして，原価管理のための原価計算に

ついて重要な点として，次のように述べている．

　「…会計担当者は，原価計算システムを組織図に基づかせ，組織単位ごと

に原価を集計する．それによって，経営管理者は，部下に，それぞれの原価

グループに対して責任を負わせることができるようになる．このような原価

責任の明確化（local1zatm　of　respons1b1l1ty　for　costs）は，原価管理およ

ぴ生産管理のかなめ石なのであって，近代的な経営管理者によって期待され

る類の原価計算システムに最も不可欠なものである」7）．
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　ファーガソンは，原価管理目的のためには，部門ごとに責任原価（respon・

sibility　costs）を測定する必要があること，そして，それは工場組織に基

づいた勘定分類があってはじめて可能であることを明確に認識していた．

　さらに，ファーガソンの見解で注目すべき点は，工場部門の業績報告書に

製造間接費を記載する場合には，細心の注意が必要であるということを主張

している部分である．

　「業績報告書は，部門の製造間接費のうち，その部門自体が責任を負って

いるのは，いったい，どの部分であるか，をしめさなければならない．前述

した経営管理上の原則，すなわち，責任の明確化は，製造間接費を配賦する

際にも適用されなければならないのである．だれもが，業績報告書上で自分

が実際には責任を有していない原価数値に対して，責任を問われるようなこ

とがあっては，ならないのである．これは実際に行なうのが難しいことなの

だが，原価管理のためには，絶対必要なことである　これがうまく行なえな

いならば，原価管理の視点からは，部門の経営管理者の業績報告書には製造

間接費をいっさい記載せずに，単に工場原価（factory　costs）にそれを含

めてしまった方がましである．」目）

　上記のようにのべてい1ることから，ファーガソンが，原価管理目的を達成

するためには，部門の経営管理者には，彼が実際上の責任をもっている費目

のみに対して，責任を負わせるようにするべきであることをはっきりと意識

していたことがうかがえる．

　ここで注目しなければならないのは，経営管理者が賛任を負うべき費目に

ついての彼の説明である．ファーガソンは，製造間接費は，その発生原因の

観点から，製造活動に実際に付随する部分（really　incidental　to　produc－

tiOn）とそうでない部分，すなわち，機械の不働時間に付随する部分（inCi－

dental　to　non－production　or　id1e　time　of　machines）とに明確に分離する

ことを主張している9）、これによって，工場の製造活動の能率を，販売活動

あるいは景気動向の影響から分離することができる．彼によれぱ，工場の経

営管理者達は，前者にのみ責任を負づているのであり、それのみが工場内の
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原価管理活動のために必要とされる原価数値なのである．

＊ウィリアムズ（J．H．Williams）の見解

　ウィリアムズも，1921年の論文「原価計算にたいする技術者の態度」で，

ファーガソンと同様の主張をより明確に行なっている．すなわち，「2つの

観点からの原価数値の表示」という表現によって，責任・権限関係と一致し

た勘定組織を構築する必要性，および，操業度変動の影響を工場内の経営管

理者の業績測定から排除することを勧告しているのである．

　彼の言葉では，2つの観点は，つぎのように説明されている．

　「原価計算が，経営管理をより有効なものにするためには，2つの観点か

ら，原価数値は表現されなけれぱならない．ここで2つの観点とは，経営管

理者の責任（manageria1responsibi1ity）と原因（causes）である．経営

管理者の責任という言葉によって，私がいおうとしていることは，組織およ

び責任配分が明確に決定される以前に，勘定分類が行なわれるならぱ，明ら

かに，それはひどいものとなるということである．責任の区分を確定する以

前に，原価記録を区分するならば，会計担当者や企業の所有者は最終的な業

績情報を得ることが，できるかもしれないが，経営管理上の有用性は業績報

告書から奪い去られてしまうということである．原因という言葉で，私がい

おうとしている’のは，操業度が，原価および利益，労働能率，経営管理能率，

購買能率，販売能率などに与える影響である．」lO）ここで，ウィリアムズは，

操業度の影響を工場内の経営管理者の業績測定から排除し，望ましい業績評

価標準を提供する手段として，製造間接費に対して変動予算を設定する議論

を展開している．

　このように，原価管理を指向した原価計算論の文献では，少なくとも

1920年代初頭には，原価を権限・責任と発生原因の両方を考慮して，各経

営管理者にあとづけるように主張されていた．

　以上のように，1920年代の予算管理および原価管理に関連するいくつか

の文献では，コントロール目的のためには，経営管理者ごとに，すなわち，

責任センター別に，原価を集計することが必要であると明確に認識されてい
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た．原価を各責任センターに実際に集計するには，経営管理者に対して，い

かなる原価をチャージすべきか，についての一般的な基準がなけれぱならな

い．この時期には，賞任センターへの原価の集計は，経営管理者の責任に基

づいて行なうべきであるとの主張が，みうけられたが，それは，同時に，原

価の発生原因も等しく強調するものであった．すなわち，経営管理者に対し

てチャージすべき原価を決定するには，組織内部の要因（経営管理者にあた

えられた権限）と組織外部の要因（景気変動の影響など）の両方を考慮しな

けれぱならないと考えられていたのである．このような見解は，1930年代

から40年代にかけても，見受けられるのである．その時期は，異なる目的

には異なる原価」の恩考が浸透していった管理会計論の成長期11〕にあたり，

様々な原価概念が次第に整理されるようになった時期である．したがうて，

前述の議論は，管理可能費の定義をめぐる論者の見解にそのまま反映されて

いるのである．

3責任会計概念の生成

　（1）　はじめに

　管理可能費という用語自体は，1920年代には，はやくも用いられていた

が，その明確な定義は行なわれていなかった．その点は1930年代において

も同様であうた．

　管理可能性の概念を一般的な形で明らかにしたのは，フィスク（W．P．

Fiske）によってである．フィスクは，1942年に発表した論文「原価の性質

とその使用」のなかで，管理可能費と管理不能費の分類について，次のよう

にのべている．彼によれぱ，「特定の作業にかかったコストの一部分だけが，

管理可能費であり，残りが管理不能費である．この管理可能性の概念は，責

任（responsibility）と因果関係（causation）の2つの要因に基づいてい

る．」12）原価の発生額は，責任によって，つまり権限の行使によって影響さ

れるとともに，さらには原価の発生原因，つまり市場価格の変動といった企

業外部の環境によって影響されるという．明ら加に，彼は，管理可能性を責
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任と因果関係の両面から規定しているのである．

　これに対して，バソター（W．J．Vatter）は，1938年に発表した論文「経

営管理者の観点からの原価計算の再検討」で，管理可能費と管理不能費の区

分について次のような説明を行なっている．

　「原価数値を業務活動の能率測定に利用する際に，原価の管理可能性の問

題（the　question　of　cost－control1ability）がしぱしば発生する．その業績

を原価数値で判定される経営管理者のコントロール外の多数の要因が，彼の

部門の原価数値に影響を及ぽしうる．たとえば，職長は，より注意深い監督

と検査によって工員の誤りや浪費を避け，それによって，彼の部門で消費さ

れる材料の数量をコントロールすることができるが，その材料の価格はコン

トロールできない．重大な価格変動を含め，それに責任を負わせることは明

らかに誤りである．それゆえ，部門の能率を測定するために使用する原価数

値は，管理不能な要因による原価の変動をその部門の原価勘定から除くよう

な方法で確保しなけれぱならない．」13）

　上の記述からあきらかなように，バッターは，原価の管理可能性を経営管

理者にあたえられたコントロール手段という面からのみ，規定しようとして

いるのである．この点は，バッターが，その後，1945年に発表した論文

「製造間接費配賦の限界」において，より明確にされる．この論文で，バッ

ターは，管理可能費に関連して，次のようにのべている．「経営管理者の重

要な課業の1つは，實任を明確にすることである．この目的を押し進めるた

めの実践的な手段は，原価を特定の組織単位の業務に関連づけることである．

しかし，原価の組織単位への関連づけは，組織原則にのっとって行なわれな

ければならない．そのなかで，もっとも基本的なものは，上級の経営管理者

から課せられた責任は，その経営管理者に認められた権限と一致していなけ

ればならないというものである．この原則を経営管理目的のための原価集計

（COSt　aSSignmentS）に適用することによって，管理可能費の概念が形成さ

れるのである．もし，経営管理者が，彼の部門の原価に対して責任を負うの

であれば，それらの原価は，彼がコントロール手段を有する費目，すなわち，
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彼自身の意思決定によって変更できる原価のみから，構成されていなけれぱ

；ならなし、．」M）

　このように，パヅターは，管理可能費は，上層から委譲された権限，すな

わちフォーマルな組織構造に依拠した原価概念であると主張したのである．

　前述したフィスクに代表されるような責任と因果関係の両面から，管理可

能性を規定する考え方に対して，バッターにみられるのは，組織内の経営管

理者にあたえられた権限のみに注目する考え方である．その後，後者が，次

第に支配的な見解として認知されるようになる．

　AAAの1951年度原価委員会は，「原価概念およぴ基準委員会報告書」に

おいて，管理可能費（contro11able　costs）およぴ管理不能費（uncontro1l・

able　costs）を次のように定義している．すなわち，「管理可能費とは，あ

る階層の経営管理者の監督下において，直接コントロール対象となりうる原

価である．」15）また，「管理不能費とは，ある階層の経営管理者の権限のもと

にコントロール対象とはなりえない原価である．」16）

　このように管理可能費および管理不能費の概念については，各階層の経営

管理者が職制上有する権限に基づいて，原価要素の発生をどの程度コントロ

ールしうるかという観点からの分類が，支配的となった．すなわち，経営管

理者に，いかなる原価をチャージすべきかという議論は，公式の組織構造を

重視し，そこで各経営者に認められた権限によって判断すべきであるという

結論に収東していったのである．このように形成された管理可能費の概念こ

そが，責任会計論が生成した際に，その基盤となっていたものである．

　（2）第2次大戦後の時代背景

　責任会計という概念が，形成され，文献上に責任会計なる言葉があらわれ

はじめるのは，第2次世界大戦直後のことである．前節までに見てきたよう

に，管理可能費が明確に定義されれば，責任センターにいかなる原価をチャ

ージすべきか，という問題には，一応，こたえがでるのである．それでは，

なぜ，責任会計の概念化が，この時期に行なわれたのであろうか．当時の時

代状況について，考えてみよう．
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　ジャクソン（J．H．Jackson）は，1952年に「半世紀におよぶ原価計算の

発達」と題する論文を発表し，約50年間にわたる原価計算の発達をまとめ

た．彼によれば，第2次世界大戦以降，大きな関心をひきおこすようになっ

た問題として，「あらゆる階層の経営管理者に対する内部報告（intemal　rep・

0rting　to　a111evels　of　management）」をあげている17）．こうした問題が

提起された理曲として考えられるのは，ひとつには，戦時経済体制から正常

な体制への急転換にともなって，予想される競争に勝ちぬくために，企業は

よりタイトな原価管理の必要性を感じていたことである1日）．ノット（R．B．

Knott）は，これに関連して次のように述べている．「戦争は，経営管理者，

とくにコントローラーの責任を相当，重いものにした．企業活動に影響を与

える変化のテンポは，加速しつづけている．産業界全体が，市場，・原材料，

方法の変化に直面している状況である．原価は上昇の一途をた．どる一方，競

争は激化しているので，どの企業も有効なコントロールの手段を必要として

いる．責任会計は，そのようなコントロール手段を提供する方法を指し示す

ものである．」19）

　同時に，多くの大企業では，上層の経営管理者達は，次のような問題に直

面していた．すなわち，「企業の方針をどう，形成すればよいか」，「どのよ

うに，権限を委譲するか」「コントロールは，どう行なえぱよいか」，「各部

門の考え方を調和させるには，どうすれぱよいか」といった問題である20〕．

企業規模の拡大につれてこうした問題は，一層，深刻になってきていたので

あり，統括経営管理者の負担が過重になったり，部門経営管理者の全社的総

合判断が欠如したりするなど，経営管理者上層部の機能低下が問題視される

ようになっていた．こうした事態に対処するには，「適切に設計されたコン

トロール手段によって，経営管理者は責任と権限を委譲し，不必要な細部か

ら解放されることができるようになり，なおかつ，結果が満足いくものであ

ることが保証されている」21）必要があるとの認識がなされたのである．

　責任会計概念は，第2次世界大戦後の原価管理意識の高揚とあらゆる階層

の経営管理者に対する報告システムの必要性，とりわけ，上層の経営管理者
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による権限の委譲を可能にする手段の必要性を背景として生成されたと考え

られる．すなわち，ヒギンズ（J．A，Higgins）が，「責任会計は，会計理論

および会計原則の大変動（a　drastic　change）をともなうものではない．そ

れは，主として会計が強調するポイントを，製品原価から原価管理の側面に

移動させるものである．そこでは，原価データは，伝統的な財務諸表作成目

的のための製晶原価計算によって，調整され，混ぜあわされる前に，「誰が，

それをしたか」に基づいて，原価が報告され，集計されることによって，経

営管理者に提供される業績報告書が，原価管理を強調しているのである」22）

と，のぺているように，生成時の責任会計論は，それ以前に展開されていた

コントロールにかかわる管理会計の諸技法に，理論的に，なにか，新しい要

素を加えたというものではない．むしろ時代の状況にあわせて，全階層の経

営管理者に有益な業績報告書を提供する手続きとして，再構成されたもので

あると考えられるのである．

　（3）生成時の責任会計論

　マッキンゼー・アンド・カンパニー社の経営コンサルタントであったノソ

ト（R．B．Knott）は，1946年に「コントローラー」誌上に掲載された論文

「責任会計」で，責任会計を「会計手続きを直接，経営管理者や監督者の責

任に結びつける方法」23）と定義した．

　続いて1950隼に，ロッキード航空機会社の組織調整者（organization

control　coordinator）の地位にあったエイルマン（H．B．Ailman）は，ロ

ヅキード航空機会社での経験に基づいて，責任会計論を展開した．彼は，

「責任会計は，会計によるコントロール・システム（a㏄00unting　COntrO1

SyStem）を管理組織およぴ部門管理者・監督者の責任に結ぴつけたものを

意味ナる．これは業績を促進する方向に管理組織単位の業績を評価し活動を

行なわせるように，その組織単位の原価を集計し，報告するような組織が作

られるときに達成される．したがって，原価と予算のシステムは組織と結び

ついているのであり，組織はこれらのシステムを適合させるようにデザイン

される」24）とのべた．
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　エイルマンのあとアーサー・アンダーセン・アンド・カンパニー社のヒギ

ンズ（J．A．Higgins）は，賛任会計を「原価が，組織内の責任のレベルご

とに集計され報告されるよう，組織にあわせて設計された会計システム」と

定義した．ヒギンズは，21枚もの図表を利用しながら，階層的会計報告シ

ステムを明快に説明した25）1

　このように第2次世界大戦後，責任会計という概念が文献に現れるように

なるのであるが．この時期の各論者の所説をみてみると，基本的なスタンス

は，非常に類似しているのが明らかである．たとえば，スタンダード・ブラ

ンズ社のコントローラー補佐だったカドマス（B．Cadmus）は，業績報告

書の要件として以下の4つを指摘している26）．

①報告書は，組織構造にしたがわなけれぱならない．

②報告書は，報告書の受取人がコントロール手段をもちうる惰報のみを示す

べきである．

③報告書は，会計記録から作成されるべきであり，また，会計記録に結合さ

れていなければならない．

④報告書は，負担になるほど詳細なものではなく，実績と傾向の適切な表示

を与える程度に結果が要約されているべきである．

　上のような点は，いずれも，複数の論者によって，指摘されているところ

である、

　また，カドマスは，企業組織は，軍隊の組織に非常に近いものであるとの

ぺ，次のような軍隊組織の報告制度を例にあげている．「伍長（corporal）

は，彼の分隊（squad）にのみ関係する命令を受け取り，そして彼の分隊の

業績のみを示す詳細な報告書を受け取る．軍曹（Sergeant）は，彼の小隊

（p1atoon）にかかわる命令およびその小隊の業績を示す報告書を受げ取る．

以下，組織の高いレベルに同じように，続いていく．」27）

　このように，生成当時の責任会計論においては，公式の組織構造に基づく

権限関係が，ひじょうに強調されているのである．この点が，責任会計論生

成時の文献にみられる顕著な特徴である．しかし，AAA1955年度委員会に
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よって公表された「経営管理目的のための報告書の基礎をなす原価概念試

案」では，この点に関して，早くも異なったスタンスが採用されるようにな

るのである．AAA1955年度委員会…ま，経営管理者にチャージすべき費目に

ついて，次のような見解をのべている．

　「1人の人間（責任センター）にチャージすぺき適切な原価を決定する際

の指針は，次の通りである．・（a）その人がそのサービスの取得およぴ利用

の両方に関して権限を有しているなら，そのサービスの原価は彼にチャージ

すべきである．（b）その人が，彼自身の行動によって原価の大きさに重大

な影響を及ぼすことができるなら，その原価は彼にチャージしてよいだろう．

（C）その人が，彼自身の行動によっては，重大な影響を及ぽすことができな

いとしても，責任を負っている人達に働きかけるように関心を持ってもらい

たいと経営管理者が望む費目は，彼にチャージしてよいであろう．」28）した

がって，AAA1955年度委員会の見解では，経営管理者にチャージすべき費

目の決定は，かならずしも彼に認められた公式の権限のみによって規定され

ないのである．

4　むすぴ

　本稿では，文献をたよりに，責任会計論の生成を確定し，その生成時の特

徴を明らかにしようとしてきた　責任会計的な思考は，原価管理を指向した

原価計算論および予算管理論の初期の主要な文献がでそろう1920年代初頭

ごろにはすでに，かなり明確な形で意識されていた．しかし，責任センター

にいかなる費目をチャージすべきか，についての議論では，経営管理者の責

任と原価の発生原因の両方の要因が等しく意識されていた．すなわち，1920

年代には，「会計数値と管理組織上の責任者との結びつき」の必要性は，明

確に意識されていたが，後のように，企業の公式組織の観点に焦点をしぼづ

て，管理可能費を規定するという点までは，概念の整理は，行なわれていな

かったのである．

　1930年代後半から1940－50年代にかけて，様々な目的に関連する原価概
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　　　念が整理され，そのような動きの中で管理可能費およぴ管理不能費の定義が

　　　明確にされるようになった．その際，原価の管理可能性は，公式組織構造の

　　　中で各経営管理者にあたえられた権限に基づくものであるとする考え方が優

　　　勢となった．責任会計論は，このような管理可能費の概念の上に立脚して生

　　　成したのであった．

　　　　責任会計論が生成した背景には，第2次世界大戦後の原価管理意識の高揚，

　　　およぴ企業規模の増大によって，有効なコントロール手段を当時の経営管理

　　　者達が必要としたことがある．このような事情のもとで，第2次大戦直後に

ノ　　生成した責任会計論の特徴としては，公式の職務記述書およびそれに基づく

　　　責任，権限が，非常に強調されているという点があげられる．この点に関し

　　　て，AAA1955年度委員会は，経営管理者にチャージすべき費目を決定する

　　　3つの指針を論じ，異なった見解を表明するものであった．

1）　Anthony，［1989］，p．10．

2）通産省産業合理化審議会，［1960コ．

3）廣本，［1993］によれば，1919年から1929年は，アメリカ合衆国における管

理会計論の生成期と位置づけられている．

4）　McKinsey，［1922］，p．280．

　マッキンゼーは，この点に関して，1924年の著書「管理会計（ManagerialAc－

COunting）」では，記録は，責任を決定できるように企業の組織と一致するよう

に作成されるぺきであり，また，標準は，実績との比績が容易にできるよう表示

されなけれぱならないので，勘定と同一の分類で表示すぺきであると指摘してい

る．McKinsey，［1924］．

　また，廣本［1982］およぴ同［1983］によれぱ，ヘイズ（M．V．Mays）

およびクエインタンス（H．W．Quaintance）も責任会計的な思考を表明してい

る．

5）　Frazer，［1922］，p．99．

6）　Sweet，［1922コ，P．223．

7）　Ferguson，［1920コ，P，82．

8）　Ferguson，［1920コ．P．83．

9）原価管理のために，不働費の総額を把握しなけれぱならないという問題意識
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谷武幸「事業部管理会計の基礎」国元書房，1983年．

谷武幸「管理会計システムと相互依存性の管理」国民経済雑誌，1984年2月．

通産省企業局産業合理化審議会財務分科会「事業部制による利益管理」，1960年．

廣本敏郎「米国管理会計の成立」一橋論叢．1982年6月．

廣本敏郎「米国生成期管理会計論の成立と展開」会計，1983年4月．

廣本敏郎「米国管理会計論発展期の研究一その胎動期一」一橋論叢，1983年6月．

廣本敏郎「コントロールのための会計の発展：動機づけを中心として」商学研究
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（108）　　一橋論叢　第114巻　第5号　平成7年（1995年）11月号

　廣本敏郎「米国管理会言十論発達史」森山書店，1993隼．

　溝ロー雄「責任会計」（黒澤清實任編集（新しい会計学　第4巻）「責任会計」），目

　　本経営出版会，1967年，pp．3－97．

　溝ロー雄「経営統制」ダイヤモンド社，1970年．

　吉川武男「責任会計による予算管理モデルの研究」多賀出版，1983年．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学大学院博士課程）
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